
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

番号
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業の名称措置名 備　考交付金充当額

116,241,083

愛媛県

給付金の交付達成
割合：交付給付金
額÷交付すべき給
付金額×100

（単位：円）

伊方町（旧伊方町、旧瀬戸町、旧三崎町）ほか１件
原子力発電施設等の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解を促進するため、小売電気事業者等から電気の供給を受けている一般家
庭、工場等に対して給付金を交付します。

単位 評価年度

94.4

100

94.4

％

％

交付金事業の名称
給付金交付助成措置 原子力立地給付金交付事業

番号
1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名
交付金事業実施場所

交付金事業の概要

措置名

令和３年度　事業開始年度

成果目標 成果指標

事業期間の設定理由

達成度

％

令和４年度　

成果実績

目標値

給付金の交付達成
割合　100％

伊方発電所の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解促進を図りました。給付金の交付により、地域住民の電気代を実質的に減額する
ことで、地域住民の発電施設設への理解促進を図ることができました。成果指標に基づく成果実績は、分母が交付申請時の見込金額の
ため、94.4％にとどまりますが、当該分母はあくまで申請時の基準日（令和３年10月1日）の電灯・電力需要家数を推計した数値に過ぎ
ず、実績報告に記載の基準日（令和３年10月1日）の電灯・電力需要家数を基に算出される交付すべき給付金額112,992,402円で実際に
交付した給付金額112,934,382円を除した値は99.95≒100.0％（小数点第３位を四捨五入）となることから、実質的には目標を達成され
ています。

交付金事業に要した経費

116,241,0831
給付金交付助
成措置

原子力立地給付金交付事業 愛媛県

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

第六次愛媛県長期計画「愛媛の未来づくりプラン」
　《基本政策２》やすらぎの愛顔あふれる「えひめ」づくり
　　　政策⑥　安全・安心な暮らしづくり
　　　　政策３４　原子力発電所の安全・防災対策強化
　伊方発電所の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解促進を図ります。
　給付金の交付により、地域住民の電気代を実質的に減額することで、地域住民の発電施設設置への理解促進を図ります。

交付金事業の成果目標及び成果実
績

評価年度の設定理由
毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

令和３年度　 事業終了（予定）年度



交付金事業の活動指標及び活動実
績

令和元年度

原子力立地給付金の交付業務 補助 一般財団法人電源地域振興センター 116,241,083

令和３年度

94.4

112,934,382

令和２年度

活動実績
活動見込 122,080,199 119,660,698

活動指標
円
円

単位

交付金事業の契約の概要

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

116,241,083

91.5

116,630,516 118,151,883 116,241,083

116,241,083

％ 93.5
給付金の交付金額

112,686,489 114,156,409
123,190,739

備　考（令和３年度）

達成度

令和元年度交付金事業の総事業費等

令和３年度令和２年度

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

116,241,083 116,241,083

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

経済労働部産業雇用局産業政策課

経済労働部産業雇用局産業政策課、伊方町総合政策課財政管理室、八幡浜市企画財政部政策推進課

116,241,083

116,630,516

　

116,630,516

118,151,883

118,151,883



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称

交付金充当額 備　考

1
地域活性化措
置

伊方発電所温排水影響調査事業 愛媛県 2,169,636 2,169,636

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 伊方発電所地先海域

交付金事業の概要

　伊方発電所の温排水が、付近の漁場や漁業に与える影響の有無を調査したうえで安全性を明らかにし、その結果を公表することによ
り原子力発電所の安全性に対する漁業者等地域住民の信頼向上に努めます。
○県実施調査
・水質調査　・水温調査　・プランクトン調査　・流動調査　・拡散調査　・付着動植物調査　・漁業実態調査
○委託調査
・プランクトン調査（分析）　・流動調査（データ解析）
○広報活動
・令和２年度報告書印刷

1 地域活性化措置 伊方発電所温排水影響調査事業

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県、伊方町、四国電力株式会社が昭和51年3月31日に締結した伊方原子力発電所周辺の安全確保及び環境保全に関する協定書及び確
認書に基づき付近の漁場や漁業に与える影響を調査し、結果を公表することにしています。

【目標】
調査結果報告書の作成（前年度分）　　1回/年

事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度
事業期間の設定理由



成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和４年度

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和４年度

原子力発電所の安
全性に対する漁業
者等地域住民の信

頼向上

成果実績

件 0

達成度

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

評価年度の設定理由
毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

０件

地元住民からの苦
情件数（前年度調
査結果の公表日か
ら１年間）

成果実績 件

目標値

事業実施翌年度に伊方原子力発電所環境安全管理委員会において審議・承認を受けているため。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無
有

目標値

達成度

評価年度の設定理由



その他（通信費） 随意契約（少額） KDDI(株) 21,917

請負（漁獲量報告）
委託（プランクトン調査、流動調査）

随意契約（少額）
随意契約（少額）

八幡浜漁業協同組合 90,000
650,000

請負（潜水業務）
請負（用船業務）

随意契約（少額）
随意契約（少額）

松山潜水工事(有)
八幡浜漁業協同組合

240,000
396,000

国立大学法人　愛媛大学

2,169,636

売買（ウエットスーツ）
売買（ドライスーツ）

随意契約（少額）
随意契約（少額）

（有）伊予マリン
（有）伊予マリン

61,600
165,000

売買（令和２年度報告書作成及び印刷製本） 随意契約（少額） (株)ジーエークレアス　キンコーズ 99,990
合計

随意契約（少額）

随意契約（少額）

(株)田中三次郎商店
(株)愛媛洋行
三庄商店

(株)愛媛洋行
愛媛県漁業協同組合連合会

（有）伊予マリン

57,200
34,364
93,984
5,016

177,210

46,000

100

100

100.0

100

100

100.0

交付金事業の活動指標及び活動実
績

広報活動
※報告書印刷

活動実績

活動見込

達成度

部

部

％

100

100

100.0

3

達成度 ％ 100.0 100.0 100.0

令和３年度

調査箇所（周年調査）
※漁業実態調査

活動実績 箇所 3 3 3

活動見込 箇所 3

1,902,065 1,887,973 2,169,636 2,169,636

令和２年度

3

調査回数
※水質・水温調査、流動調査、拡散調
査、プランクトン調査、付着動植物調
査

活動実績 回 20 20

20 20

達成度 100.0 100.0 100.0％

20

活動見込 回 20

単位 令和元年度

交付金事業の総事業費等 令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考

活動指標

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 1,902,065 1,887,973 2,169,636 2,169,636
うち文部科学省分

総事業費 1,902,065 1,887,973 2,169,636 2,169,636

うち経済産業省分

交付金事業の担当課室 農林水産部水産局水産課
交付金事業の評価課室 農林水産部水産局水産課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
売買（試薬） 随意契約（少額） 西日本薬業(株) 31,355
売買（プランクトンネット）
売買（消耗品ほか）
売買（調査船用パーツ）
売買（蒸留水）
売買（燃料）

売買（グローブほか）

随意契約（少額）
随意契約（少額）
随意契約（少額）
随意契約（少額）



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

事業期間の設定理由

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
第６次愛媛県長期計画『愛媛の未来づくりプラン』
≪基本政策４≫やさしい愛顔のあふれる「えひめ」づくり
　政策①「環境と調和した暮らしづくり」
　　施策50　良好な生活環境の保全
【目標】
　安全で快適な生活環境の中で暮らせるようにしたい
【主な取組み】
　新たな環境基準項目等にも対応するため、監視体制の充実・強化を図るとともに、県民への情報提供に努めます。また、事業場等の
発生源に対しては、法令や条例に基づき、ばい煙や排水等に係る適正な規制の実施及び法令順守の徹底を指導するとともに、土壌汚染
事案が判明した際には適正な措置の実施を指導し、生活環境の保全及び健康被害の未然防止に努めます。

事業開始年度 令和３年度 事業終了年度 令和３年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県東温市見奈良（愛媛県立衛生環境研究所）

交付金事業の概要

　衛生環境研究所では、大気汚染防止法や水質汚濁防止法等に基づき、環境中の水質や大気、最終処分場放流水等の監視調査を実施
し、県環境白書等により広く県民に情報提供するとともに、これらのデータを踏まえた指導・助言により、事業者の環境管理体制の構
築・強化を図っています。
　これらの調査で使用している機器は、耐用年数を大幅に過ぎ、感度低下や故障等の老朽化が著しく、業務の継続性に支障をきたして
いたり、新たな測定項目への対応が困難であったりします。
　このため、電源立地地域対策交付金を活用し、必要な機器を整備することで、測定対象物質の範囲拡大及び測定感度向上、監視体制
の強化を図り、県民の健康不安の解消と生活環境の保全に努めます。
【整備機器】
液体クロマトグラフ－タンデム型質量分析装置１式、イオンクロマトグラフ分析装置１式、超純水製造装置１式、
マイクロ天秤１式、大気試料導入装置付きガスクロマトグラフ質量分析装置１式

1 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 環境保全先端研究設備整備事業

交付金充当額 備　考

1
公共用施設に係る
整備、維持補修又
は維持運営等措置

環境保全先端研究設備整備事業 愛媛県 58,583,800 58,583,800

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



(株)愛媛洋行

化研テクノ(株)　松山営業所

17,930,000

966,900
2,143,900

18,370,000

合計 58,583,800

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 58,583,800

うち文部科学省分

総事業費 58,583,800

交付金事業の担当課室 愛媛県県民環境部環境局環境政策課

交付金事業の評価課室 愛媛県県民環境部環境局環境政策課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（液体クロマトグラフ－タンデ
ム型質量分析装置）

（一般）入札 (株)日進機械　松山支店 19,173,000

物品購入
（イオンクロマトグラフ分析装置）

物品購入（超純水製造装置）
物品購入（マイクロ天秤）

物品購入（大気試料導入装置付きガスク
ロマトグラフ質量分析装置）

（一般）入札

（一般）入札
（一般）入札

（一般）入札

はじめ科学(株)

大豊産業(株)　松山支店

うち経済産業省分 58,583,800

交付金事業の総事業費等 令和３年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和３年度

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 100.0
整備した機器の台数

活動実績 式 5
活動見込 式 5

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

愛媛県内の大気や水
質等の環境の状況に
ついて、愛媛県環境
白書として、毎年度
１回取りまとめ公表
する。

愛媛県の環境の状
況を的確に取りま
とめた調査結果の
公表回数

成果実績 回

目標値 回 1

達成度 ％

評価年度の設定理由
機器整備が令和３年度末となることから、４年度の実績を踏まえ、評価を５年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

事業期間の設定理由

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
第六次愛媛県長期計画　愛媛の未来づくりプラン
　基本政策１　活き活きとした愛顔あふれる「えひめ」づくり
　　政策②　産業を担う人づくり
　　　施策４　若年者の就職支援と産業人材力の強化
【目標】若年者が能力を発揮して、いきいきとした職業人生を歩めるようにしたい
　　　　主な取組み１　若年者の就職支援
　　　　　労働者一人ひとりの職業能力の向上を図ることにより、基幹産業の中核的な役割を担う人材や新たな成長産業
　　　　に必要とされる人材を育成・確保し、経済成長の源泉である産業人材力を強化します。
　　　　　　産業技術専門校における就職率　目標値：87.6％以上（R4）

事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県

交付金事業実施場所 愛媛県新居浜市大生院（愛媛県立新居浜産業技術専門校）

交付金事業の概要

　県立産業技術専門校では、学卒者、離職者、在職者等を対象に公共職業訓練を行っており、産業界における技術革新、情報化の急激
な進展に伴い、技術の高度化、多能化がいっそう求められています。
　こうした状況を踏まえ、企業のニーズに応じた訓練体制の整備に必要な機器を整備することにより、地域の産業界から必要とされる
中核的な人材を育成します。
　【整備機器】設計・制御プログラム作成システム　１式

1 企業導入・産業活性化措置 産業技術専門校機器整備事業

交付金充当額 備　考

1
企業導入・産
業活性化措置

産業技術専門校機器整備事業 愛媛県 2,145,000 2,145,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



交付金事業の担当課室 経済労働部産業雇用局労政雇用課

交付金事業の評価課室 経済労働部産業雇用局労政雇用課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（設計・制御プログラム作成シ
ステム）

（一般）入札 (株)トップエフォート 2,145,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 9,129,200 20,391,800 2,145,000 2,145,000

うち文部科学省分

総事業費 9,129,200 20,391,800 2,145,000 2,145,000

うち経済産業省分 9,129,200 20,391,800 2,145,000 2,145,000

交付金事業の総事業費等 令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和元年度 令和２年度

14

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

1
達成度 ％ 100.0 100.0 100.0

令和３年度

取得した機器の台数
活動実績 式 12 14 1
活動見込 式 12

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

87.6％以上
産業技術専門校に
おける就職率

成果実績 ％
目標値 ％ 87.6
達成度 ％

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和３年度であるため、４年度の実績を踏まえ、年間の評価を５年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

スクールバス要利
用者の利用率

要利用者の利用率：
利用者数÷要利用者数
×100

成果実績 ％
目標値 ％ 100
達成度 ％

評価年度の設定理由
スクールバス要利用者の利用率を成果目標としているため、令和４年度の運行実績を踏まえ、令和５年度に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
第六次愛媛県長期計画　愛媛の未来づくりプラン
　基本政策Ⅲ　輝く愛顔あふれる「えひめ」づくり　～未来を拓く豊かで多様な「人財」を育む～
　　政策２　未来を拓く子どもたちの育成
　　　施策41　特別支援教育の充実
　　　　１　教育環境の整備・充実
　　　　　・特別支援学校に通う幼児児童生徒数の増加や障がいの状態に応じた施設設備の整備を進め、安全・安心な
　　　　　　学校生活が送れるよう学校環境の整備・充実に努めます。
【目標】
障がいのある子どもたちがもっと安心して学び、自立し社会参加できるようにしたい。

事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県新居浜市本郷（愛媛県立新居浜特別支援学校）

交付金事業の概要

愛媛県立新居浜特別支援学校で運用しているスクールバスのうち、老朽化した１台について、電源立地地域対策交付金を活用し、更新
します。
【整備機器】
　中型乗用自動車　１台

1 福祉対策措置 特別支援学校スクールバス整備事業

交付金充当額 備　考

1 福祉対策措置 特別支援学校スクールバス整備事業 愛媛県 15,372,810 15,196,600

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



あいおいニッセイ同和損害保険(株)

15,247,390
41,000
12,630

その他【文字入れ】 随意契約（少額） (株)せとうち整備新居浜 28,600

交付金事業の担当課室 愛媛県教育委員会事務局指導部特別支援教育課

交付金事業の評価課室 愛媛県教育委員会事務局指導部特別支援教育課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

15,372,810

物品購入【中型乗用自動車】
その他【自動車重量税】
その他【自賠責保険料】

（一般）入札
随意契約（少額）
随意契約（少額）

いすゞ自動車中国四国(株)四国支社松山支店

（一社）愛媛県自動車整備振興会

合計

その他【リサイクル料】 随意契約（少額） （公財）自動車リサイクル促進センター 43,190

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 48,311,400 45,661,002 15,196,600 15,196,600

うち文部科学省分

総事業費 48,662,440 45,985,782 15,372,810 15,372,810

うち経済産業省分 48,311,400 45,661,002 15,196,600 15,196,600

交付金事業の総事業費等 令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和元年度 令和２年度

2 1
達成度 ％ 100.0 100.0 100.0

令和３年度

スクールバス更新台数
活動実績 台 2 2 1
活動見込 台 2



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称
1 福祉対策措置 臓器移植検査機器整備事業

交付金充当額 備　考

1 福祉対策措置 臓器移植検査機器整備事業 愛媛県 24,783,000 24,783,000

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
第六次愛媛県長期計画　愛媛の未来づくりプラン
　基本政策２　やすらぎの愛顔あふれる「えひめ」づくり
　　政策④　健康づくりと医療体制の充実
　　　施策26　安全・安心で質の高い医療提供体制の充実
【目標】もっと安心して医療サービスを受けられるようにしたい

事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県東温市見奈良（愛媛県立衛生環境研究所　愛媛県臓器移植支援センター）

交付金事業の概要

特定移植検査センターとして、臓器移植関連検査を実施するために必要なHLA検査機器及び感染症検査機器を整備することで、本県にお
ける適切な移植医療の推進を図ります。
【整備機器】
免疫蛍光分析装置　１式
免疫発光測定装置　１式

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

特定移植検査センター
の機能維持による移植
医療の推進

‐
成果実績 ‐ ‐
目標値 ‐ ‐
達成度 ‐ ‐

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和３年度であるため、４年度の実績を踏まえ、年間の評価を５年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無



達成度 ％ 100.0
取得した機器の台数

活動実績 式 2
活動見込 式 2

交付金事業の総事業費等 令和３年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和３年度

総事業費 24,783,000

うち経済産業省分 24,783,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 24,783,000

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 保健福祉部社会福祉医療局医療対策課

交付金事業の評価課室 保健福祉部社会福祉医療局医療対策課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
物品購入（免疫蛍光分析装置） （一般）入札 アルフレッサ篠原化学(株)　愛媛支店 18,128,000
物品購入（免疫発光測定装置） （一般）入札 アルフレッサ篠原化学(株)　愛媛支店 6,655,000

合計 24,783,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

事業期間の設定理由

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
第六次愛媛県長期計画「愛媛の未来づくりプラン」
　基本政策１　活き活きとした愛顔あふれる「えひめ」づくり
　　政策③　農林水産業の振興
　　　施策８　選ばれる産地を目指した技術開発の推進
　　　　主な取組み４　研究施設の整備・拡充
　　　　　　農家への技術指導を行うため、本県の農産物の高品質安定生産に関する試験を実施します。

愛媛県農林水産試験研究推進計画
○柑橘周年供給体制の確立に向けた技術開発
○農産物の優良新品種の育成
【目標】
新品種の開発に取り組むとともに、新品種に対応した生産技術の開発・実用化を進め、高品質で付加価値の高い農産物の生産拡大を図
ります。

事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県松山市下伊台町

交付金事業の概要

高品質で安定した農作物生産に資する試験研究のため、必要となる機器の導入を促進し、試験研究の効率化、高度化を図り、農家所得
の向上、地域農業の活性化につなげます。
　整備する機器：超微量分光光度計　一式
　　　　　　　　超低温フリーザー　一式
　　　　　　　　デジタルマイクロスコープ　一式
　　　　　　　　インキュベーター　三式

1 企業導入・産業活性化措置 農業試験分析機器等整備事業

交付金充当額 備　考

1
企業導入・産
業活性化措置

農業試験分析機器等整備事業 愛媛県 14,916,550 14,916,550

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



1,757,800
2,420,000
9,724,000
1,014,750

交付金事業の担当課室 農林水産部農業振興局農産園芸課

交付金事業の評価課室 農林資産部農業振興局農産園芸課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

14,916,550

物品購入（超微量分光光度計）
物品購入（超低温フリーザー）
物品購入（デジタルマイクロスコープ）
物品購入（インキュベーター）

（一般）入札
（一般）入札
（一般）入札

オープンカウンター
合計

(株)愛媛洋行
(株)愛媛洋行
四国理科(株)
日進商事(株)

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 29,635,540 3,993,000 14,916,550 14,916,550

うち文部科学省分

総事業費 29,635,540 3,993,000 14,916,550 14,916,550

うち経済産業省分 29,635,540 3,993,000 14,916,550 14,916,550

交付金事業の総事業費等 令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和元年度 令和２年度

3

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

6
達成度 ％ 100.0 100.0 100.0

令和３年度

取得した機器の台数
活動実績 式 5 3 6
活動見込 式 5

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

試験研究の高度化
による地域農業の
活性化

-
成果実績 - -
目標値 - -
達成度 - -

評価年度の設定理由
機器整備が令和３年度で、試験は令和４年度に行うため、評価年度を令和５年度とします。

交付金事業の定性的な成果及び評価等



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

50件以上 自給飼料分析件数
成果実績 件
目標値 件 50
達成度 ％

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和３年度であるため、４年度の実績を踏まえ、年間の評価を５年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
第６次愛媛県長期計画「愛媛の未来づくりプラン」（令和元年～令和４年）
　基本政策Ⅰ　活き活きとした愛顔あふれる「えひめ」づくり
　　政策３　農林水産業の振興
　　　施策８　選ばれる産地を目指した技術開発の推進
【目標】多様な消費者ニーズに応え、安定供給のできる産地になりたい
　　　　主な取組み４　研究施設の整備・拡充
　　　　　農家への技術指導を行うため、本県の生産体系に根差した自給飼料等の栄養分析を実施します。
   目標：県農林水産研究所が開発した新品種・新技術数　現状値：29件　目標値（R4年度）：30件

事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 西予市野村町阿下（愛媛県農林水産研究所畜産研究センター）

交付金事業の概要
　県内唯一の自給飼料分析機関である畜産研究センターにおける分析指導体制強化のため、自給飼料分析を迅速かつ高精度に実施でき
る機器を整備します。
　整備する機器：電気マッフル炉　1式、純水製造装置　1式、振とう機　1式

企業導入・産業活性化措置 畜産研究センター施設機器整備事業

交付金充当額 備　考

1
企業導入・産
業活性化措置

畜産研究センター施設機器整備事業 愛媛県 1,125,300 1,125,300

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称
1



交付金事業の担当課室 農林水産部農業振興局畜産課

交付金事業の評価課室 農林水産部農業振興局畜産課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

1,125,300

物品購入（電気マッフル炉）
物品購入（純水製造装置）
物品購入（振とう機）

オープンカウンター
オープンカウンター
オープンカウンター

日進商事(株)
化研テクノ(株)　松山営業所
化研テクノ(株)　松山営業所

407,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 4,028,200 19,965,000 1,125,300 1,125,300

うち文部科学省分

総事業費 4,028,200 19,965,000 1,125,300 1,125,300

うち経済産業省分 4,028,200 19,965,000 1,125,300 1,125,300

交付金事業の総事業費等 令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和元年度 令和２年度

2 3
達成度 ％ 100.0 100.0 100.0

令和３年度

取得した機器の台数
活動実績 式 1 2 3
活動見込 式 1

326,700
391,600

合計



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称
1 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 水産試験分析機器等整備事業

交付金充当額 備　考

1

公共用施設に
係る整備、維
持補修又は維
持運営等措置

水産試験分析機器等整備事業 愛媛県 3,036,000 3,036,000

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県、伊方町、四国電力株式会社が昭和51年３月31日に締結した伊方原子力発電所の安全確保及び環境保全に関する協定書及び確認
書に基づき付近の漁場や漁業に与える影響を調査し、結果を公表することにしています。

【目標】
調査結果報告書の作成　１回／年

事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 伊予市森甲（愛媛県農林水産研究所水産研究センター栽培資源研究所）

交付金事業の概要
　伊方発電所からの温排水が付近の漁場に与える影響を調査するために使用する機器（多項目水質計）について、電源立地地域対策交
付金を活用して整備します。
　整備機器：多項目水質計　１式

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

原子力発電所の安
全性に対する漁業
者等地域住民の信
頼向上

-

成果実績 - -

目標値 - -

達成度 - -

評価年度の設定理由

今回整備する調査機器については、令和４年度の温排水影響調査から使用し、その調査結果は令和５年度の伊方原子力発電所環境安全
管理委員会において、審議・承認されるため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無
有



1
達成度 ％ 100.0 100.0 100.0

令和３年度

取得した機器の台数
活動実績 式 3 5 1
活動見込 式 3

交付金事業の総事業費等 令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和元年度 令和２年度

5

総事業費 15,917,000 9,867,000 3,036,000 3,036,000

うち経済産業省分 15,917,000 9,867,000 3,036,000 3,036,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 15,917,000 9,867,000 3,036,000 3,036,000

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 農林水産部水産局水産課

交付金事業の評価課室 農林水産部水産局水産課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
物品購入（多項目水質計） （一般）入札 (株)愛媛洋行 3,036,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和５年度

教育相談等で機器を
年間で活用した人数
１００人以上

機器の使用延べ人
数

成果実績 人
目標値 人 100
達成度 ％

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和３年度であるため、４年度の実績を踏まえ、年間の評価を５年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
第六次愛媛県長期計画「愛媛の未来づくりプラン」（令和元年～令和４年）
　基本政策Ⅲ　輝く愛顔あふれる「えひめ」づくり～未来を拓く豊かで多様な「人財」を育む～
　　政策２　未来を拓く子どもたちの育成
　　　施策41　特別支援教育の充実
　　　　１　教育環境の整備・充実
　　　　　・特別支援学校に通う幼児児童生徒数の増加や障がいの状態に応じた施設設備の整備を進め、安全・安心な
　　　　　　学校生活が送れるよう学校環境の整備・充実に努めます。
【目標】障がいのある子どもたちがもっと安心して学び、自立し社会参加できるようにしたい。

事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県西予市宇和町卯之町（愛媛県立宇和特別支援学校）

交付金事業の概要

南予唯一の特別支援学校で、知的障がい、聴覚障がい、肢体不自由の各教育部門を備えている愛媛県立宇和特別支援学校において、聴
覚障がいのある子どもを持つ保護者等、外部からの教育相談の際に障がいの有無を確認したり、在籍児童の補聴器の状態確認に必要な
システム機器が老朽化しているため、更新することにより、教育相談体制及び同校における教育の充実を図る。
整備機器：補聴器フィッティングシステム　１式

1 福祉対策措置 特別支援学校教育設備整備事業

交付金充当額 備　考

1 福祉対策措置 特別支援学校教育設備整備事業 愛媛県 2,598,200 2,598,200

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



交付金事業の担当課室 愛媛県教育委員会事務局指導部特別支援教育課

交付金事業の評価課室 愛媛県教育委員会事務局指導部特別支援教育課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
物品購入（補聴器フィッティングシステム） （一般）入札 さぬきヒアリングメディカル(株) 2,598,200

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 2,598,200

うち文部科学省分

総事業費 2,598,200

うち経済産業省分 2,598,200

交付金事業の総事業費等 令和３年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和３年度

達成度 ％ 100.0
取得した機器の台数

活動実績 式 1
活動見込 式 1




